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　秋の3大展示会が8月から9月
にかけて開催される。ロジスティク
スソリューションフェア2019はきょ
う27～28日に東京ビッグサイト西
3ホールで、フードディストリビュー
ション 2019 は 9 月 11～13日
に同青海展示場で、自動認識総合展
も同期間に同南ホールでそれぞれ開
催される。

　ロジスティクスソリューションフェア
2019（日本ロジスティクスシステム
協会主催）は、ロジスティクスの高度
化・効率化を支援するさまざまな製

品・サービス・ソリューションに加え、
新しいテクノロジーが物流やロジス
ティクスにもたらすイノベーションの
可能性を紹介する。
　セッションとして、27 日は「2030
年のロジスティクスの姿を考える」

「ロジスティクス分野に自動化・ロ
ボティクスを推進するために」、28
日は「ロジスティクス分野における
女性活躍の推進」「東京 2020 大会
への対応と持続可能な物流の構築を
目指して」をテーマにスピーチやパ
ネルディスカッションが用意されて
いる。

　フードディストリビューション
2019（日本加工食品卸協会、
食品産業センター主催）は、11
日に「食品業界と物流施策」、
12 日に「日食協業界標準トラッ
ク入荷・予約システム」「食品
安 全 管 理 規 格 JFS │ C につ
いて 」、13 日は「 東 京 2020
大会輸送と企業活動との両立」

「小口保冷配送サービス PAS
規格の策定」などのセミナーが
予定されている。

　セミナー会場は TOC 有明 4F。
　自動認識総合展（日本自動認識
システム協会主催）は、「コネクテッ
ド・インダストリーズ～未来をつなぐ
AUTO-ID」をキャッチコピーに ID 技
術の最先端を紹介。セミナーやフォー
ラムのほか、 初日の 11 日には特
別賞の NEC プラットフォームズ（宅
配便自動受付機）、優秀賞のサトー

（HACCP 対応 IoT クラウドシステ
ム）、スズケン（スペシャリティ医薬
品の流通管理ソリューション）など自
動認識システム大賞受賞企業の発表
が行われる。

　海上、航空に続く日露欧間の第 3
の輸送手段としてシベリア鉄道の利
用を促進する 3 件の貨物輸送パイ
ロット事業が開始される。
　国土交通省は、昨年度日本とモス
クワ間のシベリア鉄道による 7 件の
貨物輸送パイロット事業を実施。そ
の結果を踏まえ今年 3 月に開催され
た日露運輸作業部会で、輸送範囲を
拡大して日本～欧州間でもパイロット
事業を実施することで合意していた。

　実証事業の事業者と内容は、①日
新＝神戸～プラハ（チェコ）間のタンク
コンテナによる化学品輸送。輸送品
目は水溶性ポリマー、輸送時期は 9
～ 10 月。
　②東洋トランス＝富山～ビエルス
コ・ビャワ（ポーランド）間危険品輸
送。輸送品目は電気電子部品（リチ
ウムイオンバッテリー含む）、輸送時
期は 9 ～ 10 月。
　③日本通運＝ハンブルグ・ワルシャ

ワ～日本間の輸入混載貨
物輸送。輸送品目は機械
部品、自動車部品、 輸送
時期は秋季。
　実証輸送で重点を置く課

題は、モスクワ以西との接続に関す
る手続き内容、 輸送経路、 貨物積
み替えに要する時間、未検証の輸送
形態や貨種（タンクコンテナなど）の
手続き内容、輸入貨物輸送にかかわ
る手続き内容。
　8 月 29 日には、東洋トランスによ
る輸送実験の出発式が伏木富山港新
湊地区国際物流ターミナルで行われ
る。

3件の実証事業開始
日欧間  29 日に富山で出発式

シベリア鉄道

　警視庁は、貨物集配中の貨物車
の駐車規制見直しの一環として、駐
車禁止区間内であっても場所と時間
帯を限定して駐車できる場所の候補
を公表した。見直し場所は52カ所
で、駐車総枠数は78台分。
　駐車禁止区間内でも、「P」と表示
された道路標識の下に「貨物集配中
の貨物車に限る」と記載された場所

（図参照）では駐車できる。
　貨物車とは、ナンバープレートの
種別および用途が 1、4、6 のもの（8
の貨物も含む）。ただし、集配中以外

（食事や休憩）の利用は不可で、 枠
内であっても2台の駐車はできない。
　20 分以内の駐車協力を求める。
　駐車可能時間帯は原則 9 時～ 21
時で、千代田区外神田 4-14 は 9 時
～ 20 時、 中央区勝どき 3-13 は 9
時～ 21 時、港区芝大門 2-11 は日
曜・休日を除く、品川区大崎 5-6 は
8 時～ 20 時、足立区東保木間 1-5
は 9 時～ 19 時。
  警視庁は、貨物集配中の貨物車に
配慮した「きめ細かな駐車規制見直し
を推進している」としている。
　自動車運送事業の働き方改革の

一環として、 警
察庁は各都道府
県 警 察に「 貨 物
集配中の車両を
駐車規制の対象
からはずす具体
的 な 場 所（ エリ
ア ）を 検 討し、
2020 年 度 末ま
でに選定する」よ
う求めている。
しかし、今のとこ
ろ具体的な動きを
しているのは、
ごく一部の都府
県にとどまってい

るのが実情。
　自動車運送の働き方改革に関し、
昨年 5 月に策定された政府行動計画
のフォローアップ会議が今秋にも予定
されており、今後各地で動きが出る
ことが期待される。

商業化までに 形成スペース確保
普及時に物流拠点整備  東名大で

隊列トラック

　トラックの隊列走行実現に向け、
国土交通省に昨年 12 月設置され
た「新しい物流システムに対応した
高速道路インフラの活用に関する検
討会」は、インフラ面での環境整備

の方向性を示した中間とりまとめを
行った。
　隊列走行は、 現在後続車有人で
の実証実験が進められているが、後
続車有人の商業化は 2021 年までに

実現し、 並行して後続無人で
の実証実験を行い、2022 年
度以降に東京～大阪間で後続
無人の「商業化」を実現。それ

までに検討すべき事項と、それ以降
の後続無人走行「普及時」（時期は未
定）までに検討すべき事項を今回整理
した。
　「 商 業 化 」まで に、 既 存 SA・

秋の3大展示会が開幕
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PA の拡幅による隊列形成・分離ス
ペースを整備する。 想定場所は秦
野 SA、 小山 PA、 足柄 SA、 静岡
SA、 藤枝 PA、 掛川 PA、 遠州森
町 PA、 岡崎 SA、 刈谷 PA、 土山
SA、甲南 PA。既存 SA・PA で隊
列形成スペースを確保するのは駿河
湾沼津 SA、浜松 SA。
　このほか商業化までに本線合流方
法、 具体的にはランプメータリング
などによる合流制御の実証実験を行
う。運行管理は、隊列の組み方やス
ケジューリング方法、運営主体を検
討する。
　「普及時」までに、 専用走行空間
に直結する物流拠点を整備する。想

定されるのは海老名
南 JCT 付 近、 豊
田 JCT 付近、 城陽
JCT 付近。
　なお、新東名・新
名神は右側レーンに
隊列専用空間を確保
するための 6 車線化
を整備中で、浜松い
なさ JCT ～御殿場
JCT 間 は 2020 年
度から、 大 津 JCT
～ 亀 山 西 JCT は
2022 年度から順次開通見込み。
　専用レーン化に関しては、隊列だ
けでなく現行のダブル連結トラックや

自家用車の自動運転車両（レベル 3
以上）、自動運転バスの実現も見据
えた活用方法を検討する。

　センコーは 20 日、2020 年 2 月
に兵庫県尼崎市に「尼崎PDセンター」

（完成予想図）を開設すると発表した。
　尼崎 PD センターは、延べ床面積
4 万 3958 平方メートル。倉庫・バー
スが 4 万 2267 平方メートル、事務
所など 1691 平方メートル。
　貨物用エレベーター 4 基、垂直搬
送機 6 基を備え、トラックバースは
両面に設けて接車は 88 台が可能。
うちドックレベラーは 10 台。非常用
発電機の設置、環境対策として全館
LED 照明を採用する。

　大阪市中心部から8 キロ圏内に位
置し、阪神高速道路「尼崎西 IC」より
約 3 キロ、名神高速道路「尼崎 IC」
より約 2 キロと大阪・神戸など広域を
カバーできる配送拠点。また、大阪
港と神戸港の中間点に位置し、海外
輸送との相乗効果も期
待できる。
　また、JR 東海道本
線、阪神電鉄の尼崎駅
からのバス便が充実し
ていることから、 労働
力の確保もしやすい環

境。
　日鉄興和不動産の関西エリア第
1 弾となる物流施設「ロジフロント尼
崎」を利用するもの。 南海トラフ地
震を想定した津波ハザードマップで
は、浸水エリア外に位置しているが、
地震の揺れを吸収する鋼材、アンボ
ンドブレースを使用した耐震構造が施
されており、 利用者の BCP ニーズ
にも応えられる。

センコー  20年2月開設へ　尼崎 PD センター   
広域をカバーできる拠点

　楽天は、運営する「楽天スーパー
ロジスティクス」において、2 つの
物流拠点を新設する。 野村不動産
が開発する「Landport 東習志野」

（千葉県習志野市）の全フロアおよ
び、ダイワコーポレーションが運営す
る「ニッセイロジスティクスセンター
横浜町田」（神奈川県大和市）の一部

フロアを賃借する契約を締結する予
定。
　 こ れ ら は 2020 年 中 頃 か ら

「Rakuten Fulfillment Center 
N a r a s h i n o 」、「 R a k u t e n 
Fulfi llment Center Chuorinkan」
として稼働開始予定。賃借面積は、
習 志 野 の 施 設 が 約 6 万 1000 平

千葉と神奈川で
物流センターを来年稼働楽天

方メートル、 大和の施設が約 4 万
2000 平方メートル。
　楽天スーパーロジスティクスは、

「楽天市場」出店店舗の商品の保管
から出荷までを楽天が一括で担う総
合物流サービス。既存の千葉県市川
市、流山市、兵庫県川西市、尼崎

市、 大阪府枚方市のセン
ターが 20 年中頃には満
床となることが想定される
ため、 新センターを開設
し、 さらなる処理能力の
向上を図るもの。

　今年 2 月に「ASEANスマート
コールドチェーン構想」のビジョンお
よび戦略を策定した国土交通省の検
討会（座長＝森隆行流通科学大学教
授）は、委員・オブザーバーを増員
し、今後も省庁・機関が連携してコー
ルドチェーン物流を促進していく。
BtoBを対象にしたコールドチェーン
物流サービス規格を今年度中にも策
定する。
　ASEAN スマートコールドチェーン
構想は、19 年度から 23 年度まで
の 5 カ年計画。インドネシア・マレー
シア・フィリピン・タイ・ベトナムを重

点国に選定し、各国ごとにビジョンと
戦略（表参照）実現に取り組む。
　2 日に開催された第４回検討会で
は、環境省と日本海事協会が新たに
加わり、 国土交通省、 環境省、 農
水省、JION、JETRO、DBJ が今
年度の取り組みについて報告。
　国土交通省は、5 月にラオスで、
7 月にベトナムで物流人材育成支援
事業を、5 月から 6 月にかけての
JICA アジア物流研修や、7 月の日
本能率協会主催コールドチェーン輸
出フォーラムに参加した。7 月のマ
レーシアグリーン物流パートナーシッ

プ会議の翌日には日
ASEAN 物流専門家
会合を開催。
　 今 後、10 月 2 日
にタイで物流政策対
話とコールドチェーン
ワークショップを、11
月 14 日 に インドネ
シアで小口保冷輸送
サービス規格（クール
宅配）の普及セミナー
を開催。 流通加工で
付加価値を付ける物
流サービスのパイロッ
ト事業も 9 月頃開始
する。

　 ク ー ル 宅 配（PAS1018）は、
2020 年内の ISO 化を目指してお
り、BtoB は今年度中に日本規格協
会が策定（JSA-S1018）する予定。
　来年 3 月 10 ～ 11 日に開催予定
の日本能率協会主催の FOODEX 
JAPAN 2020 には、物流事業者や
機器メーカーがビジネスマッチングの
ためのブースを設置する。
　環境省は、二国間クレジット制度

（JCM）による支援を行っており、こ
れまでベトナムに鮮度保持機能付リー
ファーコンテナ、ミャンマーに省エネ
冷凍システムを導入した。
　農水省は、フードバリューチェーン
構築のため 10 月にハノイ、11 月に
プノンペン、 来年 1 月にネピドーで
政策対話・官民フォーラムを開催する
ほか、アセアン域内主要大学に寄付
講座を開設している。
　JOIN は、 マレーシ アコー ルド
チェーン事業に 36 億円の出資を今
年 3 月決定。 現在、 物流に関する
出資相談は 12 件あるという。
　JETRO は EC 事業（ジャパンモー
ル）などさまざまな事業を行ってお
り、タイとシンガポールでのトランジッ
ト貨物のリアルタイムトラッキング実
証事業なども採択した。
　DBJ は、インドネシアをケースス
タディに参入戦略の必要性をまとめて
いる。
　これらの取り組みの成果を来年 2
～3月に開く次回検討会で検証する。
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　国立研究開発法人新エネルギー・
産業技術総合開発機構（NEDO）と
高砂熱学工業、 石原産業、 東京電
力エナジーパートナー、森松工業、
日野自動車、産業技術総合研究所、
羽村市は、100℃以下の低温廃熱を
利用可能な蓄熱材を約 12㌧利用し
た蓄熱システムの本格実証試験を 7
月から開始した。
　今回用いる蓄熱材は、産業技術総
合研究所が開発した「ハスクレイ」を
ベースに高性能化・高耐久化を図っ
たもので、従来使用されている潜熱
蓄熱材より体積当たりで 2 倍以上の

　三菱倉庫は 7 月 29 日、埼玉県
三郷市で「三郷 2 号配送センター 2
期棟」の建設に着手した。2013 年
に竣工・稼働した医薬品配送拠点・
三郷 2 号配送センターの取扱量増
大に対応するため増築するもの。
設計施工費約 67 億円、竣工は来年
10 月の予定。
　2 期棟も 1 期棟と同様、「災害に

　SGホールディングスとセイノー
ホールディングスは、業務提携に向
けた検討を進めていくことで基本合
意した。幹線輸送や共同配送連携な
どに向けて協議し、トライアルを実
施する。ドライバー不足が進行する
中、今後も大手物流事業者同士の提
携が進むものとみられる。
　今回の基本合意について、EC 市
場拡大に伴う輸送機会の増加、物流
ニーズの高度化・多様化、トラックド
ライバー不足とそれに起因する人件
費増の顕在化を挙げ、こうした状況
の中で持続可能で利便性の高い輸送
サービスを提供するには、企業の枠
組みを超えた連携が必要としている。
　今後両社でワーキングチームを組
成し、本格的な業務提携に向けた検

蓄熱が可能。
　実証では、オフライン熱輸送型と
定置型の 2 通りの蓄熱システムを通
年で検証する。
　オフライン熱輸送型では、日野自
動車・羽村工場のコージェネ
レーションシステム（CGS）設
備で発生した廃熱を蓄熱材に
蓄熱し、工場内の産業空調設
備で利用することに加えて、
約 2 キロメートル離れた羽村
市スイミングセンターへ大型ト
レーラーで輸送し、温水プー
ルの熱源としても利用する。

強 い エ コ 倉
庫 」の コ ン セ
プ ト に 基 づ
き、自然災害
対応、環境負
荷低減に配慮
した設計とす
る。 延 べ 床
面 積 約 2 万

討を進めるとともに、特定の運行
ルートやエリアでトライアルを行
う。
　加えて、業界の効率を上げるこ
とでコンプライアンスを徹底する
など業界全体を持続可能なものと
すること、ガバナンスを強化する
ことにより業界全体の秩序維持を
図ることも挙げている。
　大手物流企業の提携は活発化
している。SG ホールディングス
は、2011 年に日立物流と資本・
業務提携したのが話題となった。
セイノーホールディングスも 15
年の関東運輸を皮切りに、こばう
ん、昭和冷蔵、スターフェスティ
バル、 阪急阪神ホールディング
ス、今年に入って新開トランスポー

トと業務提携している。
　なお、今回の提携による両社の連
結業績に与える影響は軽微であり、
業績予想の見直しもないとしている。

　定置型は石原産業・四日市工場の
酸化チタンを乾燥させる工程で検証
する。
　季節ごとの実証データを取得しなが
ら2020 年 2 月まで実施し、コージェ
ネレーションシステムの廃熱や工場
廃熱を除湿・暖房・乾燥工程などへ
適用する熱利用システムの技術を確
立し、市場展開を目指す。

7700 平方メートル、免震構
造 4 階建て。柱は鉄筋コンク
リート造、梁は鉄骨造。

 廃熱利用可能な
蓄熱システムの本格実証試験

NEDO
日野など

埼玉・三郷 2号配送Ｃ
2期棟の建設に着手

三菱倉庫

　飲料配送中に貨物が毀損（きそん）
した場合の取り扱いを明確にするた
め、「飲料配送研究会」は標準貨物自
動車運送約款の適用細則を定めた。
　これは、 荷崩れなどが発生した
際、貨物の毀損状態が外観から判断
しづらい場合があり、毀損範囲の決
定や費用負担、廃棄方法について関
係者間（荷送人・荷受け人・運送事
業者）でトラブルとなるケースが発生
していることから、 国土交通省・国
税庁・農林水産省・経済産業省など
と法律の専門家による研究会を 2 月
に発足させ、とりまとめた。
　それによると、 包装資材（段ボー
ル）に傷や汚れがあっても中身が毀損
していなければ、輸送・保管に支障
をきたす場合を除いて、そのままの
荷姿で販売することは許容されるこ
と、包装資材の外観から毀損範囲を
推定する場合は、飲料メーカーが判
断基準を作成し、あらかじめ運送事
業者と共有するか、作成していない

場合は運送事業者と協議の上、毀損
範囲を決定することとし、今般判断
基準例を示した。
　段ボールの場合、胴膨れ・切り欠
き部開き（手掛穴など）、ショートフ
ラップ皺（しわ）、汚れ付着、擦れは
出荷可。ただし、汚れのうち油分・
異物によるもの、擦れのうちコードが
読めないものは出荷不可。
　フラップ剥（は）がれ、破れ、濡れ、
内折れ、 隅折れ、角潰（つぶ）れは
輸送や保管に支障をきたすおそれが
あり出荷不可とした。
　パレット単位でカートンが変形して

いる製品はカートンを開封し、最も衝
撃（荷重）がかかったと思われる製品
を検品して問題なければすべて出荷
可。異常が発見された場合は 2 番目
に荷重がかかった製品を検品と、順
次行っていく。
　廃棄の費用負担基準は、運送事業
者が全額を賠償した場合は運送事業
者が貨物の所有権を取得。信用力の
維持から運送事業者に引き渡さない
場合は、運送事業者から相当程度に
減額された金額で買い戻すなどの対
応を契約で明文化する。この場合の
廃棄費用は飲料メーカーが負担する。
　このほか、荷送人が質の高い運送
を求める場合は、付加的な輸送単価
を明確化するとした。

膨れ・皺は出荷可
飲料配送中の毀損  判断基準を明確化
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　スマート物流サービスは、製造・
物流・販売などの事業者が業界の垣
根を超えてデータを利活用できるよ
うにするため、データを蓄積・解析・
共有するための「物流・商流データ
プラットフォーム」を構築し、プラット
フォームに載せる商品情報とモノの
動きをAIを活用して見える化し、サ
プライチェーン全体を効率化するプ
ロジェクト。

　スマート物流サービスは、 製造・
物流・販売などの事業者が業界の垣
根を超えてデータを利活用できるよう
にするため、データを蓄積・解析・
共有するための「物流・商流データ
プラットフォーム」を構築し、プラット

フォームに載せる商品情報とモノの動
きを AI を活用して見える化し、サプ
ライチェーン全体を効率化するプロ
ジェクト。
　2018 年度からの 5 カ年間で研究
開発をスタートし、昨年度いったん仕
切り直ししたが、今般新たに研究開
発計画案を作成し、7 月まで意見募
集を行った。
　研究開発項目は、「物流・商流デー
タ基盤に関する技術」と「自動データ
収集技術」。
　「データ基盤技術」の研究内容
は、 ①提供者のデータ主権を担保
する技術②非改ざん性を担保する技
術③個別管理データを抽出し変換す
る技術および入出力高速処理技術

④先行するプラットフォームとの連
携技術。
　20 年度末（中間）までにサプライ
チェーンを統合した垂直的物流・商
流データ基盤のプロトタイプを開発
し、22 年度末（最終）までに物流機
能を複数業界間で統合した水平的物
流・商流データ基盤の開発、構築し
たデータ基盤を活用したビジネスモデ
ルの構築を行う。
　「自動データ収集技術」は、サプラ
イチェーン各段階の個品単位の情報
を川上から川下まで正確に把握してト
レーサビリティを確保する技術で、
既存の認識技術と統合してデータ基
盤へ実装する。
　5 ～ 10 件程度の実施者を選定・
絞り込みして研究開発を行い（20 年
度まで）、その後データ基盤への実
装を目指し実証実験を行う（22 年度
まで）。

物流機能含む複合用途
施設が羽田に竣工

三井不動産

　三井不動産が東京都大田区羽田
旭町で開発を進めてきた、物流機能
を含む複合用途施設「三井不動産イ
ンダストリアルパーク羽田」（MFIP
羽田、写真）が竣工した。これによ
り同社のロジスティクス事業として
開発・運営する施設は、 稼働施設
20 棟、 開発中施設 13 棟、 計 33
棟となる。
　MFIP 羽 田 は 延 べ 床 面 積 8 万
1030 平方メートル。 首都高速 1
号羽田線羽田ICから約0.6キロメー
トルに位置し、都内の主要エリアや
羽田空港、東京港へのアクセスも良
く、 京浜急行空港線穴守稲荷駅か

らも徒歩 7 分と通勤利便性にも優れ
ている。 入居企業は物流施設、オ
フィス、 研修所などさまざまな用途
で使用可能。72 時間対応の非常
用 発 電 機や、
免 震 装 置など
BCP 機能も充
実している。
  同 計 画 地
は、 三 井 不 動
産と ANA ホー
ルディングスが
連 携し、 羽 田
エリア の 産 業
活 性 化に寄 与

する街づくり型開発プロジェク
ト「HANEDA インダストリア
ルパーク」として開発。今年 3
月に ANA の新トレーニングセ
ンター（ANA Biur Base）が

竣工。MFIP 羽田の竣工により、多
機能が融合する新産業拠点が誕生
する。


